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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第131期

第１四半期累計期間
第132期

第１四半期累計期間
第131期

会計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日

自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日

自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日

売上高 （千円） 1,303,735 1,080,423 4,591,650

経常利益 （千円） 77,547 34,977 186,333

四半期（当期）純利益 （千円） 67,614 27,845 242,851

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 651,000 651,000 651,000

発行済株式総数 （千株） 13,580 13,580 13,580

純資産額 （千円） 2,516,226 3,016,859 2,843,482

総資産額 （千円） 6,034,131 6,506,342 6,326,973

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 4.99 2.05 17.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 2.00

自己資本比率 （％） 41.70 46.37 44.94

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．当社は、重要な関連会社がないので、「持分法を適用した場合の投資利益」について記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスク又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀による金融政策を背景に、円安・株高

傾向が進行し、輸出関連企業を中心に緩やかな回復基調で推移いたしました。その反面、円安による輸入原材料価

格の上昇やそれに伴う物価の上昇等、実態経済としてはまだまだ厳しい状況が続いております。また、一方で、近

隣諸国との外交問題、新興国経済の減速懸念等、政治・経済の先行き不透明な状況にあります。

　このような経済環境のもと、当社は不安定な原材料価格や厳しい受注競争の中、積極的な営業展開を図り、受注

量の確保と売上高の拡大に注力いたしました。

　この結果、当第１四半期累計期間の売上高は、10億80百万円（前年同期比17.1％減）、営業利益は16百万円（前

年同期比71.3％減）、経常利益は34百万円（前年同期比54.9％減）、四半期純利益は27百万円（前年同期比58.8％

減）となりました。

 

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

〈産業機械関連機器〉

　工作機械鋳物部品の分野は、受注総額が平成25年10月より平成27年３月まで18ヵ月連続で、前年同月比増加と

なっており、企業の設備投資意欲が本格的に回復してきているものと思われます。

　日本工作機械工業会による平成27年１月から平成27年３月の受注累計は、前年同期比20.8％増となっており、同

期間における当社の工作機械鋳物部品の受注状況も前年同期比24.8％増となっております。

　ディーゼルエンジン鋳物部品の分野は、造船メーカーの高水準の受注残を背景に、新造船の建造が増加してお

り、当社においても、生産量は前年同期比15.6％の増加となっております。しかしながら、価格面においては、引

続き厳しい状況が続いており、採算面を考慮した対応が必要になると考えております。

　その結果、当セグメントの売上高は５億63百万円（前年同期比16.4％減）、受注高は８億35百万円(前年同期比

12.8％増)となりました。

 

〈住宅関連機器〉

　住宅関連機器の分野は、平成26年４月からの消費税率引上げの影響もあり、新設住宅着工戸数は、平成26年３月

以降、平成27年２月まで、前年同月実績を下回る低水準で推移しました。消費税率引上げの影響が強く残るなか、

防災商品であります「移動かまど」は、前年同期比79.1％増の実績で販売は堅調に推移いたしました。

　その結果、当セグメントの売上高は５億16百万円（前年同期比17.9％減）となりました。

 

（2）資産、負債、純資産の状況

（資産）

　当第１四半期会計期間末の資産合計は、65億６百万円となり、前事業年度末に比べ１億79百万円増加いたしまし

た。

　この主な要因は、投資有価証券の評価額が２億19百万円増加したこと等によるものであります。

（負債）

　当第１四半期会計期間末の負債合計は、34億89百万円となり、前事業年度末に比べ５百万円増加いたしました。

　この主な要因は、前受金が26百万円減少しましたが、賞与引当金が45百万円増加したこと等によるものでありま

す。

（純資産）

　当第１四半期会計期間末の純資産合計は、30億16百万円となり、前事業年度末に比べ１億73百万円増加いたしま

した。

　この主な要因は、その他有価証券評価差額金が１億72百万円増加したこと等によるものであります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
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（4）研究開発活動

　当第１四半期累計期間において、事業戦略上必要とする製品の改良に取り組みましたが、金額については軽微な

ため記載しておりません。

　なお、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年５月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,580,000 13,580,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数 1,000株

計 13,580,000 13,580,000 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年１月１日～

平成27年３月31日
－ 13,580,000 － 651,000 － 154,373

 

（6）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     29,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　13,505,000 13,505 －

単元未満株式 普通株式     46,000 － －

発行済株式総数 13,580,000 － －

総株主の議決権 － 13,505 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株（議決権　18個）

含まれております。

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

大和重工株式会社

広島市安佐北区可

部一丁目21番23号
29,000 － 29,000 0.21

計 － 29,000 － 29,000 0.21

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
 

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年１月１日から平成27

年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、西日本監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

 

 資産基準 0.1％

 売上高基準 0.0％

 利益基準 0.0％

 利益剰余金基準 △0.5％
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,055,132 1,025,147

受取手形及び売掛金 1,512,136 1,406,952

商品及び製品 477,425 531,727

仕掛品 34,921 75,342

原材料及び貯蔵品 174,721 167,978

前払費用 1,499 5,863

繰延税金資産 60,553 60,553

未収入金 30 21

その他 707 9,955

流動資産合計 3,317,129 3,283,542

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 479,573 472,720

機械及び装置（純額） 287,469 281,254

土地 372,319 372,319

その他（純額） 107,701 106,815

有形固定資産合計 1,247,063 1,233,109

無形固定資産 13,233 12,120

投資その他の資産   

投資有価証券 1,555,223 1,774,314

投資不動産（純額） 142,336 141,089

その他 64,136 74,316

貸倒引当金 △5,150 △5,150

投資損失引当金 △7,000 △7,000

投資その他の資産合計 1,749,546 1,977,570

固定資産合計 3,009,844 3,222,800

資産合計 6,326,973 6,506,342
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 746,409 775,997

短期借入金 1,632,840 1,634,840

未払法人税等 13,808 9,100

賞与引当金 19,000 64,591

その他 277,111 209,037

流動負債合計 2,689,169 2,693,566

固定負債   

長期借入金 80,250 33,970

繰延税金負債 253,279 298,689

退職給付引当金 338,831 340,346

役員退職慰労引当金 48,587 49,450

資産除去債務 17,257 17,345

長期預り敷金 56,115 56,115

固定負債合計 794,321 795,917

負債合計 3,483,490 3,489,483

純資産の部   

株主資本   

資本金 651,000 651,000

資本剰余金 154,373 154,373

利益剰余金 1,528,385 1,529,130

自己株式 △5,269 △5,269

株主資本合計 2,328,489 2,329,234

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 514,992 687,624

評価・換算差額等合計 514,992 687,624

純資産合計 2,843,482 3,016,859

負債純資産合計 6,326,973 6,506,342
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(2)【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 1,303,735 1,080,423

売上原価 1,061,885 875,623

売上総利益 241,849 204,800

販売費及び一般管理費 182,767 187,855

営業利益 59,081 16,944

営業外収益   

受取利息 30 36

受取配当金 395 393

受取地代家賃 26,134 25,566

貸倒引当金戻入額 1,000 －

その他 1,330 1,533

営業外収益合計 28,889 27,530

営業外費用   

支払利息 5,614 4,941

不動産賃貸関係費 4,683 4,545

その他 125 10

営業外費用合計 10,423 9,497

経常利益 77,547 34,977

特別利益   

固定資産処分益 92 －

特別利益合計 92 －

特別損失   

固定資産処分損 － 34

特別損失合計 － 34

税引前四半期純利益 77,640 34,942

法人税、住民税及び事業税 10,025 7,097

法人税等合計 10,025 7,097

四半期純利益 67,614 27,845
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に係る会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方

法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。

　なお、この変更による四半期財務諸表への影響はありません。

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引

下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は平成28年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については従来の35.37％から32.83％に、

平成29年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については32.83％から32.06％となります。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が30,837千円減少し、その他

有価証券評価差額金が30,837千円増加しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

当第１四半期累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

減価償却費 41,058千円 41,588千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月27日
定時株主総会

普通株式 27 2 平成26年12月31日 平成27年３月30日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

　　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 産業機械関連機器 住宅関連機器 合　　計

売上高    

(1)外部顧客への売上高 674,345 629,389 1,303,735

(2)セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ － －

計 674,345 629,389 1,303,735

セグメント利益（注） 3,759 55,322 59,081

（注）セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 産業機械関連機器 住宅関連機器 合　　計

売上高    

(1)外部顧客への売上高 563,774 516,649 1,080,423

(2)セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ － －

計 563,774 516,649 1,080,423

セグメント利益又は損失（△）（注） △15,944 32,889 16,944

（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4円99銭 2円5銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 67,614 27,845

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 67,614 27,845

普通株式の期中平均株式数（株） 13,551,308 13,550,199

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年５月11日

大　和　重　工　株 式 会 社

取　締　役　会　 御 中

 

西　日　本　監　査　法　人

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 栗　栖　正　紀

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 梶　田　　　滋

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大和重工株式会

社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第132期事業年度の第１四半期会計期間（平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大和重工株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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